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衆議院総務委員会ニュース

平成23.4.22 第177回国会第13号

4月 22日（金）、第 13回の委員会が開かれました。

１ 地方税法の一部を改正する法律案（内閣提出第 58 号）

・片山総務大臣から提案理由の説明を聴取しました。

・片山総務大臣、鈴木総務副大臣、逢坂総務大臣政務官及び政府参考人に対し質疑を行い、質疑を終局しました。

・柿澤未途君（みんな）提出の修正案について、提出者柿澤未途君（みんな）から趣旨説明を聴取しました。

・修正案について採決を行った結果、賛成少数をもって否決されました。

（賛成－みんな 反対－民主、自民、公明、共産、社民）

・本案について採決を行った結果、全会一致をもって原案のとおり可決すべきものと決しました。

（賛成－民主、自民、公明、共産、社民、みんな）

（質疑者及び主な質疑内容）

秋 葉 賢 也君（自民）

・「平成二十三年東北地方太平洋沖地震に伴う地方公共団

体の議会の議員及び長の選挙期日等の臨時特例に関する

法律」により被災地域における統一地方選挙は延期でき

ることとされたが、被災地の現状を踏まえ、再延期につ

いての明確な所見と再延期に係る法案の提出時期を大臣

に伺いたい。

・東日本大震災による地方税の減収額の見通しと補塡の方

法について、大臣の見解を伺いたい。

・行政機能が低下した市町村や住民が他市町村へ避難して

いる市町村があることを踏まえ、地方税法の一部を改正

する法律案（以下「改正案」という。）の内容の周知と

運用の面においてどのような方策を講ずるのか、大臣の

見解を伺いたい。

・東日本大震災により所在不明となっている住民の情報を

的確に把握するため、場合によっては統計法を改正し、

国勢調査の資料を活用すべきであると考えるが、大臣の

見解を伺いたい。

西 博 義君（公明）

・被災地域内の企業の事業用地の取得に係る固定資産税の

減免措置や、一定額以上の被災代替償却資産の取得に係

る減免措置の拡充が必要だと考えるが、大臣政務官の考

えを伺いたい。

・被災事業用資産の損失に係る欠損金については、地方税

には法人税の繰戻還付のような措置はなく、損失を繰り

越して必要経費に算入することとされているが、少なく

とも法人住民税については、事業を再開する者と事業再

開を断念する者の間の公平性を確保するためにも、一定

期間還付できるようにすることが必要と考えるが、大臣

の見解を伺いたい。

・改正案では、原子力発電所災害に関する固定資産税の減

免措置は講じられていないが、減免措置を講ずべきでは

ないか、また、減免措置を必要とするのであれば、政府

が設定している避難区域、屋内退避区域、計画的避難区

域、緊急避難準備区域等のすべてが対象になるのかどう

か、大臣の考えを伺いたい。

塩 川 鉄 也君（共産）

・地方税を滞納している被災者に対して無理な取立てをし

たり納付期限延長期間に係る延滞金を課すようなことは

しないことについて、大臣政務官に確認したい。

・被災に係る課税免除に係る地方公共団体の減収分につい

ては、地方債の発行を可能として、その元利償還金につ

いて 100%を交付税で補てんすることとするのか、大臣

に確認したい。

・震災による地すべりや液状化被害について、津波被害に

よる固定資産税の減免措置に準じた措置を講ずる考えは

ないのか、大臣に伺いたい。

重 野 安 正君（社民）

・改正案附則第 42 条（東日本大震災に係る雑損控除額等

の特例）は東日本大震災の定義に原子力発電所の事故に

よる災害を含めているにもかかわらず、附則第 55 条

（東日本大震災に係る津波により被害を受けた土地及び

家屋に係る平成 23 年度分の固定資産税及び都市計画税

の課税免除）は固定資産税及び都市計画税の課税免除の

対象を津波による被害に限定している理由について、大

臣の見解を伺いたい。

・東京電力福島第一原子力発電所周辺地域の土地の実勢価
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格の暴落を視野に入れた固定資産税の減免措置を検討す

ることについて、大臣の見解を伺いたい。

・同原子力発電所の事故による避難区域における避難者が

居住を断念した場合にも所有家屋に固定資産税等を課税

するのか、大臣の考えを伺いたい。

柿 澤 未 途君（みんな）

・揮発油価格高騰時における軽油引取税の税率の特例規定

の適用停止措置（いわゆる「トリガー条項」）の適用を

一時停止することとした理由について、大臣の見解を伺

いたい。

・ガソリンや軽油の現在の価格動向を、大臣政務官に伺い

たい。

・ガソリン等の価格高騰が経済活動に大きな影響を与える

ことを踏まえ、深刻な経済的打撃を受けている被災３県

についてはトリガー条項を発動する仕組みをつくる必要

があると考えるが、大臣の見解を伺いたい。

２ 地方公務員等共済組合法の一部を改正する法律案（内閣提出第41号）

・片山総務大臣から提案理由の説明を聴取しました。


